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ヵ月未払いチェック ,18 ヵ月未払いチェックとは ,購入

6 ヵ月後 ,12 ヵ月後 ,18 ヵ月後の各時点で ,本来支払わ

れていなければならない到達金額に達していない顧

客に対してチェックが入る .よって ,6 ヵ月未払いチェ

ック該当者は 12 ヵ月未払いチェック ,18 ヵ月未払い

チェックにもチェックが入り ,復帰することはない .）
顧客数は ,中南米 A 国の 14,306 名であった .続いてデ

ータ構造を確認するために ,基礎集計を行う .年代の集

計を行った（Fig.1） .集計の結果 ,3 年間を通して年代

の構成にばらつきはなく ,平均年齢も 35.1 歳～37.8 歳

で 30 代が中心となり ,購入顧客年代層は安定している

事が判明した . 
 

3. 分析概要 
 

3.1 分析の流れ  
本研究ではまず ,未払い者推移（6 ヵ月時・12 ヵ月

時・18 ヵ月時）の年別動向の確認を行いインフレーシ

ョンとの影響確認を行った .年代別の未払い者推移を

求め分析対象を決め ,それぞれの年代に適したアプロ

ーチの提案を行う . 
 

3.2 年代を目的とした理由  
本研究の目的を選定するために ,元データより各ス

コア ,主収入 ,年代 ,利子 ,職業種類 ,商品価格と分析する

上で目的として選定できる変数で二項ロジスティッ

ク回帰分析を行い選定した .結果 ,各スコアに続き年代

が変数として適している事が判明した .各スコアは ,信
頼機関が算出した得点であることから ,スコアが低け

れば低いほど ,主収入が低く ,未払い率も上昇する結果

が得られている .よって ,本研究はスコアから見るので

はなく ,ライフスタイルの変化によって要因が異なる

と考えられる年代から未払い者の要因を分析し ,与信

管理モデルの基礎を求めることとした . 
 
 

 

F i g . 1  C u s t o me r  c a t e g o r i z a t i o n  
 

 
F i g . 2  C h a n g e  i n  o u t s t a n d i n g  p e r s o n  

 
4. 年別の未払い者推移と 
インフレーションとの関係 

 

未払いになる要因を探るにあたって ,各年とインフ

レーションと影響を確認する必要がある 6） .インフレ

ーションを気にせず要因を探るという方法も有効で

はあるが ,各年の未払い者の要因はインフレーション

により大きく左右されると考えられる 3） .また ,各年の

傾向にばらつきがあると要因信頼度が下がる為 ,使用

するデータを精査し ,各年の未払い者割合推移を求め

検証を行った（Fig.2） . 
検証の結果 ,未払い者割合増減に関しては ,Fig.2 の

2011 年 2012 年でみると 6 ヵ月時点のスタート地点が

4％も離れており ,その時の国内総生産（GDP）（Fig.3）
を見ると 2011 年から 2012 年にかけ急下落しているこ

とが読み取れる .また ,消費者物価指数 (Fig.5)も 2011 年

9 月にピークの 7.31%（前年比）をつけていたが ,2012
年 4 月には 5.1%にまで低下しているよって ,この結果

よりインフレーションが大きく関係していることが

考えられる . 
中南米 A 国の 2011 年国内総生産（GDP）（Fig.3）

は下落しており ,政策金利（Fig.4）の引き上げが行われ

たことにより ,消費者物価指数（Fig.5）の前月比は ,2011
年 4 月から 6 月にかけ急激下落した .その影響からか ,
本データからも 2011 年の未払い割合推移は ,他年に比

べ高い推移をしている事が読み取れる .一方 ,2012 年

は ,GDP の上昇 ,政策金利の引き下げが行われた . これ

により ,消費者物価指数（Fig.5）の前月比は 2012 年 3
月より急上昇している .結果本データに関しても ,2012
年の未払い割合推移は ,多年に比べ一番低い推移をし

ている .このことから ,未払い者割合の増減に対する解

決策を行うには ,インフレーションを考慮した分析の

必要がある .本研究では ,未払いになる要因が ,年代に

より異なるのかを目的としている .よって ,各年ともに

増加率及び右肩上がりである傾向はほぼ一定であり ,
要因を探る上ではインフレーションの影響はないと

いえる 2）ため ,3 年間（14,306 名）のデータを使用し

た . 
 

東海大学紀要 情報通信学部 
Vol.xx, No.xx , 20xx, pp.xxx -xxx 

― 1 ― 

中南米における二輪車販売の顧客与信管理モデル 
中嶋 健太*1，朝日 弓末*2 

 
Customer credit management model for motorcycle sales in Latin America 

 
by 

 
Kenta NAKAJIMA*1 and Yumi ASAHI*2 
( received on Sep.29, 2017  &  accepted on Jan.11, 2018 ) 

 
あらまし 

中南米での日本製二輪車製品の価値は上昇傾向である.一方,現地の為替は下落しており,日本製品は高価となりつ

つある.近年では,分割払いを選択し購入する顧客が増加傾向にある.しかし,国政や経済政策により分割払いにして

いても規定の支払期間に払えない顧客が多く存在する.また,ローン未払いにも関わらず新たなローンを重ね,頭金が

高くなってもなおローンを組む事象も起こり国際問題にもなっている4）.この現状が深刻化すると製品メーカーは,製

造費回収が難しくなり経営悪化につながると見込まれる.本研究では,中南米での販売データを基に未払いになる傾

向が,年代により異なるのか分析し,新たな顧客与信管理モデル作成時の考慮点を提案する. 

 
Abstract 

Japan-made motorcycle's value is on the upward trend in Latin America; however, the local currency has fallen. They become 
high-priced merchandise, and installment payment is common among customers. However, some customers who even choose 
installment payment fail to pay up within the term of payment because of economic policies. An international problem is people get 
into debt again despite having unpaid debt. If the situation gets worse, manufacturers will deteriorate in the management. In this 
study based on sales data, we analyze the trends of outstanding intergeneration and suggest considerations of creating a new 
customer credit management model. 
 
キーワード：自動二輪車 ,購買顧客データ,18 ヵ月時点のローン未払い者 ,二項ロジスティック回帰分析  
Keywords: Motorcycle, Customer data, Loans outstanding within 18 months, binomial logistic regression analysis 

 

1. はじめに 
 

2011 年後半にかけ中南米諸国経済は減速した .それ

に伴い ,E 国や B 国などの中南米諸国は 2011 年前半ま

で景気の過熱抑制のため金利の引き上げを行ってい

たが 2011 年後半に入り ,世界経済の不透明感の高まり

から政策金利の引き上げ等が据え置かれた 1） .一方 ,A
国は 2011 年 8 月以来 ,6 度に亘る金利の引き下げを行

っていた . 
2011 年 8 月 ,米国国債の格下げや欧州債務危機の深

刻化を受け ,それまで活況を呈していた海外からの証

券投資は一気に落ち込み ,9 月には D 国 ,B 国などの中

南米通貨が大幅に下落した .その為 ,外貨準備による自

国通貨の買い支えが一部で行われたことにより ,中南

米諸国通貨対アメリカドルの関係は ,2011 年 10 月以

降 ,多くの国でドル高が進行した .これらの要因に伴い ,
中南米での日本製品の価値は上昇傾向となり ,高価な

モノの支払いには分割払いを選択し購入する顧客が

増加した .しかし ,国政や経済政策により分割払いにし

ていても規定の支払期間に払えない顧客が多く存在

する .また ,ローン未払いにも関わらず新たなローンを

重ね ,頭金が高くなってもなおローンを組む事象も起

こり国際問題にもなっている 4） .この現状が深刻化す

ると製品メーカーは ,製造費回収が難しくなり経営悪

化につながると見込まれる .本研究では , 先進国と比

較すると依然低い GDP 水準であり ,国内南部は温帯気

候 ,海岸平野は亜熱帯気候と ,国内で大きな気候などの

差が存在する ,中南米 A 国での二輪車販売データを基

に未払いになる傾向が ,年代により異なるのか分析し ,
新たな販売モデル作成時の考慮点を提案することを

目的としている . 
 

2. 使用データ概要 
 

本研究で使用するデータは ,製造メーカーから提供

された ,2010 年 9 月～2012 年 6 月までの二輪車販売の

中南米 A 国における顧客データである .データは ,申込

日 ,消費者金融からの照会件数 ,信頼機関 A のスコア ,
信頼機関 B のスコア ,税金未納の履歴 ,就労年 ,既婚・未

婚 ,性別 ,就労州 ,在住州 ,主収入 ,副収入 ,ディーラー査定 ,
分割数 ,頭金 ,借入金 ,利子金額 ,銀行口座種類 ,職業 ,学歴 ,
住居種類 ,地域 ,商品種類 ,排気量 ,サイズ ,6 ヵ月未払い

チェック ,12 ヵ月未払いチェック ,18 ヵ月未払いチェッ

クなどで構成されている .（6 ヵ月未払いチェック ,12
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ヵ月未払いチェック ,18 ヵ月未払いチェックとは ,購入

6 ヵ月後 ,12 ヵ月後 ,18 ヵ月後の各時点で ,本来支払わ

れていなければならない到達金額に達していない顧

客に対してチェックが入る .よって ,6 ヵ月未払いチェ

ック該当者は 12 ヵ月未払いチェック ,18 ヵ月未払い

チェックにもチェックが入り ,復帰することはない .）
顧客数は ,中南米 A 国の 14,306 名であった .続いてデ

ータ構造を確認するために ,基礎集計を行う .年代の集

計を行った（Fig.1） .集計の結果 ,3 年間を通して年代

の構成にばらつきはなく ,平均年齢も 35.1 歳～37.8 歳

で 30 代が中心となり ,購入顧客年代層は安定している

事が判明した . 
 

3. 分析概要 
 

3.1 分析の流れ  
本研究ではまず ,未払い者推移（6 ヵ月時・12 ヵ月

時・18 ヵ月時）の年別動向の確認を行いインフレーシ

ョンとの影響確認を行った .年代別の未払い者推移を

求め分析対象を決め ,それぞれの年代に適したアプロ

ーチの提案を行う . 
 

3.2 年代を目的とした理由  
本研究の目的を選定するために ,元データより各ス

コア ,主収入 ,年代 ,利子 ,職業種類 ,商品価格と分析する

上で目的として選定できる変数で二項ロジスティッ

ク回帰分析を行い選定した .結果 ,各スコアに続き年代

が変数として適している事が判明した .各スコアは ,信
頼機関が算出した得点であることから ,スコアが低け

れば低いほど ,主収入が低く ,未払い率も上昇する結果

が得られている .よって ,本研究はスコアから見るので

はなく ,ライフスタイルの変化によって要因が異なる

と考えられる年代から未払い者の要因を分析し ,与信

管理モデルの基礎を求めることとした . 
 
 

 

F i g . 1  C u s t o me r  c a t e g o r i z a t i o n  
 

 
F i g . 2  C h a n g e  i n  o u t s t a n d i n g  p e r s o n  

 
4. 年別の未払い者推移と 
インフレーションとの関係 

 

未払いになる要因を探るにあたって ,各年とインフ

レーションと影響を確認する必要がある 6） .インフレ

ーションを気にせず要因を探るという方法も有効で

はあるが ,各年の未払い者の要因はインフレーション

により大きく左右されると考えられる 3） .また ,各年の

傾向にばらつきがあると要因信頼度が下がる為 ,使用

するデータを精査し ,各年の未払い者割合推移を求め

検証を行った（Fig.2） . 
検証の結果 ,未払い者割合増減に関しては ,Fig.2 の

2011 年 2012 年でみると 6 ヵ月時点のスタート地点が

4％も離れており ,その時の国内総生産（GDP）（Fig.3）
を見ると 2011 年から 2012 年にかけ急下落しているこ

とが読み取れる .また ,消費者物価指数 (Fig.5)も 2011 年

9 月にピークの 7.31%（前年比）をつけていたが ,2012
年 4 月には 5.1%にまで低下しているよって ,この結果

よりインフレーションが大きく関係していることが

考えられる . 
中南米 A 国の 2011 年国内総生産（GDP）（Fig.3）

は下落しており ,政策金利（Fig.4）の引き上げが行われ

たことにより ,消費者物価指数（Fig.5）の前月比は ,2011
年 4 月から 6 月にかけ急激下落した .その影響からか ,
本データからも 2011 年の未払い割合推移は ,他年に比

べ高い推移をしている事が読み取れる .一方 ,2012 年

は ,GDP の上昇 ,政策金利の引き下げが行われた . これ

により ,消費者物価指数（Fig.5）の前月比は 2012 年 3
月より急上昇している .結果本データに関しても ,2012
年の未払い割合推移は ,多年に比べ一番低い推移をし

ている .このことから ,未払い者割合の増減に対する解

決策を行うには ,インフレーションを考慮した分析の

必要がある .本研究では ,未払いになる要因が ,年代に

より異なるのかを目的としている .よって ,各年ともに

増加率及び右肩上がりである傾向はほぼ一定であり ,
要因を探る上ではインフレーションの影響はないと

いえる 2）ため ,3 年間（14,306 名）のデータを使用し

た . 
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Table 1 The owing person change as of 6 months  

 
 

Table 2 The owing person change as of 12 months 

 
 

Table 3 The owing person change as of 18 months 

 

 

6.1 二項ロジスティック回帰分析とは  
二項ロジスティックス回帰分析は目的変数(予測す

る数値 )が 2 つのときに用いる分析手法である .     

   -（1） 

は偏回帰係数を表し, は定数項を表し

ている.また, は説明変数を表している. 

本研究での説明変数は,信頼機関 A・B スコア,商品

価格,分割数,主収入などの項目を指す. 

二項ロジスティック回帰分析で導き出した結果の

判 断 基 準 は , 有 意 確 率 ＝ X<0.05 か つ オ ッ ズ 比

(Exp(B))=Y>1 の場合,目的変数に影響を及ぼすとされ,

逆に有意確率＝X<0.05 かつオッズ比(Exp(B))=Y<1 の

場合は目的変数に影響を及ぼさないとなる. 

 

6.2 分析方法  
通常「支払い」「未払い」の事後的 2 値の説明モデ

ルを分析する場合 , グループ間の境界線を見出し ,グ
ループ間の違いを見分ける判別分析を用いることが

一般的であるが ,本分析では , 一連の予測変数の値に

基づいて年代別の特徴の有無を予測することを目的

としたため ,二項ロジスティック回帰分析を行った .本
分析では ,信頼機関 A・B スコアごとに同変数を用いて

分析を行う .変数は ,最も決定係数の良いモデルを採用

し ,結果は ,両分析とも影響しているもののみを採用 ,
各年代の要因とする .分析をするにあたり ,欠損データ

を含む顧客は削除する . 
 

6.3 10 代未払い者に対する特徴  
データクリーニングを行った 10 代（31 名）で分析

を行った .使用データ項目は ,主収入 , 分割数 , 商品価

格 , 頭金 , 借入金 , 学歴 , 住居の種類 , 地域 ,商品種類 , 
銀行暦 ,信頼機関 A・B スコアである .結果 ,18 ヵ月時点

で未払いになる要因は両スコアともに ,求められなか

った（Table 4） .よって ,10 代にはその他の外部的要因

があると考えられる . 
 

Table 4 Analysis of the 10’s 

 

 

 

 

 

 

 

 

年代 登録件数
6ヵ月時点

未払い者数

6ヵ月時点

支払い者数

6カ月時点

未払い率

10代 117 17 100 15%

20代 4556 545 4011 12%

30代 4299 395 3904 9%

40代 2961 183 2778 6%

50代 1674 106 1568 6%

60代 303 22 281 7%

70代 2 0 2 0%

合計 13912 1268 12644 9%

年代 登録件数
12ヵ月時点

未払い者数

12ヵ月時点

支払い者数

12カ月時点

未払い率

10代 117 32 85 27%

20代 4556 962 3594 21%

30代 4299 725 3574 17%

40代 2961 391 2570 13%

50代 1674 209 1465 12%

60代 303 32 271 11%

70代 2 0 2 0%

合計 13912 2351 11561 17%

年代 登録件数
18ヵ月時点

未払い者数

18ヵ月時点

支払い者数

18カ月時点

未払い率

10代 117 40 77 34%

20代 4556 1277 3279 28%

30代 4299 984 3315 23%

40代 2961 580 2381 20%

50代 1674 286 1388 17%

60代 303 42 261 14%

70代 2 0 2 0%

合計 13912 3209 10703 23%

ブラン
B 標準誤差 Wald df 有意確率 Exp(B)

信頼機関Aスコア .011 .010 1.162 1 .281 1.011

主収入 -.003 .003 .920 1 .338 .997

分割数 .122 .171 .502 1 .479 1.129

商品価格 .014 .014 1.022 1 .312 1.014

頭金 -.016 .014 1.240 1 .266 .984

借入金 -.013 .013 .906 1 .341 .987

学歴 -1.250 .913 1.873 1 .171 .287

住居の種類 .989 1.526 .420 1 .517 2.689

地域 .671 .815 .679 1 .410 1.957

商品種類 -.050 .149 .114 1 .735 .951

銀行暦 .320 .922 .120 1 .729 1.377

定数 -10.511 13.390 .616 1 .432 .000

信頼機関Bスコア -.002 .004 .248 1 .619 .998

主収入 -.001 .003 .161 1 .688 .999

分割数 .194 .195 .989 1 .320 1.214

商品価格 .005 .011 .165 1 .685 1.005

頭金 -.006 .011 .330 1 .566 .994

借入金 -.004 .011 .112 1 .737 .996

学歴 -.870 .902 .931 1 .335 .419

住居の種類 .682 1.355 .253 1 .615 1.977

地域 .279 .673 .171 1 .679 1.321

商品種類 -.078 .147 .284 1 .594 .925

銀行暦 .831 .901 .851 1 .356 2.296

定数 -11.829 14.554 .661 1 .416 .000

A
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F i g . 3  G D P t r e n d s  i n  L a t i n  A me r i c a  
 

 
F i g . 4  F o r e i g n  e x c h a n g e  m o v e m e n t s  i n  L a t i n  

A m e r i c a n  c o u n t r i e s  
 

 

F i g . 5  Tr e n d  o f  c o n s u me r  P r i c e  i n d e x  
 

5. 顧客年代別未払い者推移 

 
5.1 年代の分類  

最初に ,年代ごとに分類を行う .全顧客の年齢を申込

日・生年月日から抽出し ,年代を導き出した .結果 ,10 代

117 名 ,20 代 4,556 名 ,30 代 4,299 名 ,40 代 2,961 名 ,50
代 1,674 名 ,60 代 303 名 ,70 代 2 名の合計 13,912 名と

なり ,残り 392 名は欠損データのため本分析において

は ,除いた . 
5.2 6 ヵ月時点未払い者  

次に 6 ヵ月時点での各年代未払い者割合を算出し

た .各年代母数にばらつきがあるため ,購入から 6 ヵ月

後時点で支払えていない未払い者数 /各年代全顧客数

を行い ,6 ヵ月時点未払い率を算出した .結果 ,10 代

15％ ,20 代 12％ ,30 代 9％ ,40 代 6％ ,50 代 6％ ,60 代

7％ ,70 代 0％となった（Table 1）.よって ,10 代 ,20 代が

他年代に比べ未払い者割合が高いことが読み取れる . 
 

5.3 12 ヵ月時点未払い者  
次に 6 ヵ月時点同様の算出方法に基づき 12 ヵ月時

点での各年代未払い者割合を算出した .結果 ,10 代

27％ ,20 代 21％ ,30 代 17％ ,40 代 13％ ,50 代 12％ ,60 代

11％ ,70 代 0％となった（Table 2） .よって ,6 ヵ月時点

から 12 ヵ月時点にかけ平均 8％未払い者が増加し ,10
代に関しては 12％も上昇し ,他年代に比べ大きな増加

率となった . 
 

5.4 18 ヵ月時点未払い者  
次に 12 ヵ月時点同様の算出方法に基づき 18 ヵ月時

点での各年代未払い者割合を算出した .結果 ,10 代

34％ ,20 代 28％ ,30 代 23％ ,40 代 20％ ,50 代 17％ ,60 代

14％ ,70 代 0％となった（Table 3）.よって ,12 ヵ月時点

から 18 ヵ月時点にかけ平均 6％未払い者が増加し ,10
代 ,20 代に関しては 7％も上昇し ,他年代に比べ大きな

増加率となった . 
 

5.5 未払い者推移のまとめ  
6 ヵ月時点 ,12 ヵ月時点 ,18 ヵ月時点未払い者の 3 時

点を通して ,10 代 20 代が他年代に比べ未払い率が非常

に高いことが言える .収入源の不安定さにより未払

いに至ったとも考えられるが ,現時点では ,収入源が要

因とは断定できない .一方で ,購入 6 ヵ月後の顧客全体

の未払い者割合は ,9％であった .しかし ,購入から 1 年

半後の 18 ヵ月時には ,23％にまで上昇する結果が明ら

かになった .また ,年代により未払い者増加率にばらつ

きがある事も明らかになった . 
製造販売行うメーカーにとって ,購入 1 年半後には

未払い者割合が 20％を超えるこの結果はかなり問題

だと考えられる .よって ,18 ヵ月時点に目を付け ,18 ヵ

月時点で未払い者となる要因を年代別で探ることと

した . 
 

6.年代別特徴分析 

 
本研究では ,各年代別の未払い者の要因を探ること

を目的としており ,目的は 18 ヵ月時点で支払えている ,
支払えてないの 2 変数である .よって ,目的変数が 2 変

数であり ,目的変数に対して影響を及ぼしているか判

定することができる二項ロジスティック回帰分析を

採用した 5） . 
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Table 1 The owing person change as of 6 months  

 
 

Table 2 The owing person change as of 12 months 

 
 

Table 3 The owing person change as of 18 months 

 

 

6.1 二項ロジスティック回帰分析とは  
二項ロジスティックス回帰分析は目的変数(予測す

る数値 )が 2 つのときに用いる分析手法である .     

   -（1） 

は偏回帰係数を表し, は定数項を表し

ている.また, は説明変数を表している. 

本研究での説明変数は,信頼機関 A・B スコア,商品

価格,分割数,主収入などの項目を指す. 

二項ロジスティック回帰分析で導き出した結果の

判 断 基 準 は , 有 意 確 率 ＝ X<0.05 か つ オ ッ ズ 比

(Exp(B))=Y>1 の場合,目的変数に影響を及ぼすとされ,

逆に有意確率＝X<0.05 かつオッズ比(Exp(B))=Y<1 の

場合は目的変数に影響を及ぼさないとなる. 

 

6.2 分析方法  
通常「支払い」「未払い」の事後的 2 値の説明モデ

ルを分析する場合 , グループ間の境界線を見出し ,グ
ループ間の違いを見分ける判別分析を用いることが

一般的であるが ,本分析では , 一連の予測変数の値に

基づいて年代別の特徴の有無を予測することを目的

としたため ,二項ロジスティック回帰分析を行った .本
分析では ,信頼機関 A・B スコアごとに同変数を用いて

分析を行う .変数は ,最も決定係数の良いモデルを採用

し ,結果は ,両分析とも影響しているもののみを採用 ,
各年代の要因とする .分析をするにあたり ,欠損データ

を含む顧客は削除する . 
 

6.3 10 代未払い者に対する特徴  
データクリーニングを行った 10 代（31 名）で分析

を行った .使用データ項目は ,主収入 , 分割数 , 商品価

格 , 頭金 , 借入金 , 学歴 , 住居の種類 , 地域 ,商品種類 , 
銀行暦 ,信頼機関 A・B スコアである .結果 ,18 ヵ月時点

で未払いになる要因は両スコアともに ,求められなか

った（Table 4） .よって ,10 代にはその他の外部的要因

があると考えられる . 
 

Table 4 Analysis of the 10’s 

 

 

 

 

 

 

 

 

年代 登録件数
6ヵ月時点

未払い者数

6ヵ月時点

支払い者数

6カ月時点

未払い率

10代 117 17 100 15%

20代 4556 545 4011 12%

30代 4299 395 3904 9%

40代 2961 183 2778 6%

50代 1674 106 1568 6%

60代 303 22 281 7%

70代 2 0 2 0%

合計 13912 1268 12644 9%

年代 登録件数
12ヵ月時点

未払い者数

12ヵ月時点

支払い者数

12カ月時点

未払い率

10代 117 32 85 27%

20代 4556 962 3594 21%

30代 4299 725 3574 17%

40代 2961 391 2570 13%

50代 1674 209 1465 12%

60代 303 32 271 11%

70代 2 0 2 0%

合計 13912 2351 11561 17%

年代 登録件数
18ヵ月時点

未払い者数

18ヵ月時点

支払い者数

18カ月時点

未払い率

10代 117 40 77 34%

20代 4556 1277 3279 28%

30代 4299 984 3315 23%

40代 2961 580 2381 20%

50代 1674 286 1388 17%

60代 303 42 261 14%

70代 2 0 2 0%

合計 13912 3209 10703 23%

ブラン
B 標準誤差 Wald df 有意確率 Exp(B)

信頼機関Aスコア .011 .010 1.162 1 .281 1.011

主収入 -.003 .003 .920 1 .338 .997

分割数 .122 .171 .502 1 .479 1.129

商品価格 .014 .014 1.022 1 .312 1.014

頭金 -.016 .014 1.240 1 .266 .984

借入金 -.013 .013 .906 1 .341 .987

学歴 -1.250 .913 1.873 1 .171 .287

住居の種類 .989 1.526 .420 1 .517 2.689

地域 .671 .815 .679 1 .410 1.957

商品種類 -.050 .149 .114 1 .735 .951

銀行暦 .320 .922 .120 1 .729 1.377

定数 -10.511 13.390 .616 1 .432 .000

信頼機関Bスコア -.002 .004 .248 1 .619 .998

主収入 -.001 .003 .161 1 .688 .999

分割数 .194 .195 .989 1 .320 1.214

商品価格 .005 .011 .165 1 .685 1.005

頭金 -.006 .011 .330 1 .566 .994

借入金 -.004 .011 .112 1 .737 .996

学歴 -.870 .902 .931 1 .335 .419

住居の種類 .682 1.355 .253 1 .615 1.977

地域 .279 .673 .171 1 .679 1.321

商品種類 -.078 .147 .284 1 .594 .925

銀行暦 .831 .901 .851 1 .356 2.296

定数 -11.829 14.554 .661 1 .416 .000

A

B
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域 , 商品種類 , 就労年数 , 既婚・未婚 , 性別 , 学歴 ,信
頼機関 A・B スコアである . 結果 ,18 ヵ月時点で未払い

になる要因は有意確率がプラン A 0.18,プラン B 0.20,
オッズがプラン A 1.260,プラン B 1.257 となり ,地域が

目的変数 18 ヵ月時点未払い者の要因となっているこ

とが読み取れた（Table 8） . 
 

Table 7 Analysis of the 40’s 

 

 

6.8 60 代未払い者に対する特徴  
データクリーニングを行った 60 代（92 名）で分析

を行った .使用データ項目は ,主収入 , 分割数 , 職業の

種類 , 就労年数 , 既婚・未婚 , 性別 , 学歴 , 信頼機関 A・ 
B スコアである .結果 ,18 ヵ月時点で未払いになる要因

は両スコアともに ,求められなかった（Table 9） .よっ

て ,60 代にはその他の外部的要因があると考えられる . 
 

6.9 70 代未払い者に対する特徴  
70 代は ,未払い者がいないため分析を行っていない . 
 
 
 

7.まとめ 

 

年代に着目した本分析により ,各年代によって与信

管理モデルを変える必要があることが判明した .また ,
多くの年代で ,商品種類 ,地域が大きく影響を及ぼして

いることが判明した .商品種類に関しては ,製品の形が

関係していると考えられ ,地域の関しては ,現地の貧困

格差等の現状が影響していると考えられる . 
本研究で判明した ,要因は ,各年代の 18 ヵ月時点で

未払いになる要因となると考えられるため ,今後も現

状を維持し続けると未払い者増加につながる .よって ,
現行の販売モデルとの当てはまりが悪く ,ローン未払

い者が増加傾向になってきた場合は ,年代などの分類

ごと ,要因を見直す必要がある . 
よって ,本研究で得られた要因は中南米 A 国におけ

る未払い者の要因であり ,今後 ,本研究で得られた要因

を考慮したうえで ,新たな与信管理モデルを作成して

いく必要があると考えられる . 
 

Table 8 Analysis of the 50’s

 

 

 

 

 

プラン B 標準誤差 Wald df 有意確率 Exp(B)

信頼機関Aスコア .000 .000 .003 1 .955 1.000

主収入 .000 .000 .489 1 .485 1.000

分割数 .027 .011 5.778 1 .016 1.027

商品価格 .000 .000 .021 1 .885 1.000

頭金 .000 .000 .342 1 .559 1.000

学歴 -.044 .060 .540 1 .462 .957

住居の種類 .000 .000 .017 1 .895 1.000

地域 .099 .086 1.341 1 .247 1.104

商品種類 .098 .022 19.621 1 .000 1.103

銀行暦 .000 .097 .000 1 .998 1.000

就労年数 -.025 .012 4.174 1 .041 .976

性別 .124 .193 .412 1 .521 1.132

既婚・未婚 .044 .104 .180 1 .671 1.045

住民登録州 .003 .014 .040 1 .841 1.003

銀行口座種類 .523 .406 1.655 1 .198 1.687

与信限度額 .000 .000 2.952 1 .086 1.000

職業の種類 -.027 .037 .520 1 .471 .974

定数 -4.176 1.146 13.273 1 .000 .015

信頼機関Bスコア -.002 .000 12.471 1 .000 .998

主収入 .000 .000 .187 1 .666 1.000

分割数 .026 .011 5.616 1 .018 1.027

商品価格 .000 .000 .020 1 .889 1.000

頭金 .000 .000 .522 1 .470 1.000

学歴 -.046 .060 .591 1 .442 .955

住居の種類 .000 .000 .015 1 .901 1.000

地域 .088 .086 1.031 1 .310 1.092

商品種類 .092 .022 17.069 1 .000 1.097

銀行暦 .014 .098 .019 1 .889 1.014

就労年数 -.025 .012 4.252 1 .039 .975

性別 .087 .195 .199 1 .656 1.091

既婚・未婚 .017 .106 .025 1 .874 1.017

住民登録州 .002 .014 .016 1 .898 1.002

銀行口座種類 .529 .407 1.687 1 .194 1.697

与信限度額 .000 .000 2.710 1 .100 1.000

職業の種類 -.023 .037 .379 1 .538 .977

定数 -3.047 1.182 6.646 1 .010 .047

A

B

プラン B 標準誤差 Wald df 有意確率 Exp(B)
信頼機関Aスコア .000 .000 .682 1 .409 1.000

主収入 .000 .000 .661 1 .416 1.000

分割数 .013 .016 .726 1 .394 1.013

商品価格 .000 .000 .608 1 .436 1.000

頭金 .000 .000 1.646 1 .200 1.000

銀行口座種類 -.491 .452 1.178 1 .278 .612

職業の種類 .011 .039 .084 1 .772 1.011

住居の種類 -.414 .343 1.452 1 .228 .661

地域 .231 .098 5.559 1 .018 1.260

商品種類 .052 .028 3.480 1 .062 1.053

就労年数 .007 .011 .414 1 .520 1.007

既婚・未婚 .115 .132 .751 1 .386 1.122

性別 .293 .268 1.192 1 .275 1.340

学歴 -.017 .080 .044 1 .833 .983

定数 -1.263 1.479 .729 1 .393 .283

信頼機関Bスコア -.002 .001 15.018 1 .000 .998

主収入 .000 .000 .569 1 .451 1.000

分割数 .018 .016 1.251 1 .263 1.018

商品価格 .000 .000 .349 1 .555 1.000

頭金 .000 .000 1.559 1 .212 1.000

銀行口座種類 -.479 .460 1.087 1 .297 .619

職業の種類 .011 .040 .081 1 .776 1.011

住居の種類 -.223 .356 .393 1 .531 .800

地域 .228 .098 5.384 1 .020 1.257

商品種類 .053 .028 3.555 1 .059 1.055

就労年数 .011 .011 .966 1 .326 1.011

既婚・未婚 .135 .134 1.006 1 .316 1.144

性別 .191 .272 .494 1 .482 1.210

学歴 -.027 .081 .107 1 .744 .974

定数 -.429 1.526 .079 1 .779 .651

A

B

ヘッダー 

 ― 5 ― 

Table 5 Analysis of the 20’s 

 

 

6.4 20 代未払い者に対する特徴  
データクリーニングを行った 20 代（1,394 名）で分

析を行った .使用データ項目は ,ネガティブ情報有無 , 
機関での顧客データ有無 , 機関への照会件数 , 税金未

納の履歴有無 , 既婚・未婚 , 性別 , 主収入 , 利子 , 商品

価格 , 諸経費 , 頭金 , 利子金額 , 銀行口座種類 , 与信限

度額 , 確認者数 , 学歴 , 職業の種類 ,住居の種類 , 地域 , 
商品種類 , 排気量 cc, 未払いのチェックの有無 ,信頼機

関 A・B スコアである .結果 ,18 ヵ月時点で未払いにな

る要因は両スコアともに有意確率が 0.00,オッズがプ

ラン A 1.093,プラン B 1.095 となり ,商品価格が目的変

数 18 ヵ月時点未払い者の要因となっていることが読

み取れる .他にも頭金 ,地域 ,商品種類 ,未払いチェック

の有無が影響を及ぼしているという結果が求められ

た（Table 5） . 
 

6.5 30 代未払い者に対する特徴  
データクリーニングを行った 30 代（1,433 名）で分

析を行った .使用データ項目は ,主収入 , 分割数 , 商品

価格 , 頭金 , 学歴 , 住居の種類 , 地域 , 商品種類 ,銀行

暦 , 就労年数 , 税金未納の履歴有無 , 性別 , 既婚・未婚 , 
住民登録州 , 銀行口座種類 , 与信限度額 , 職業の種類 , 
信頼機関 A・B スコアである . 結果 ,18 ヵ月時点で未払

いになる要因は両スコアともに有意確率が 0.00,オッ

ズがプラン A 1.090,プラン B 1.081 となり ,商品価格が

目的変数 18 ヵ月時点未払い者の要因となっているこ

とが読み取れる .他にも分割数 ,地域 ,既婚未婚が影響

を及ぼしているという結果が求められた（Table 6） . 
 

Table 6 Analysis of the 30’s 

 
 

6.6 40 代未払い者に対する特徴  
データクリーニングを行った 40 代（1,433 名）で分

析を行った .使用データ項目は ,主収入 , 分割数 , 商品

価格 , 頭金 , 学歴 , 住居の種類 , 地域 , 商品種類 ,銀行

暦 , 就労年数 , 性別 , 既婚・未婚 , 住民登録州 , 銀行口

座種類 , 与信限度額 ,職業の種類 ,信頼機関 A・B スコア

である . 結果 ,18 ヵ月時点で未払いになる要因は両ス

コアともに有意確率が 0.00,オッズがプラン A 1.103,
プラン B 1.097 となり ,商品価格が目的変数 18 ヵ月時

点未払い者の要因となっていることが読み取れる .他
に分割数が影響を及ぼしているという結果が求めら

れた（Table 7） . 
 

6.7 50 代未払い者に対する特徴  
データクリーニングを行った 50 代（574 名）で分析

を行った .使用データ項目は ,主収入 , 分割数 , 商品価

格 , 頭金 , 銀行口座種類 , 職業の種類 , 住居の種類 , 地

ブラン B 標準誤差 Wald df 有意確率 Exp(B)

信頼機関Aスコア .000 .000 1.692 1 .193 1.000

ﾈｶﾞﾃｨﾌﾞ情報有無 1.313 1.191 1.215 1 .270 3.718

税金未納の履歴有無 .000 .000 2.940 1 .086 1.000

既婚・未婚 .267 .141 3.573 1 .059 1.306

性別 .311 .200 2.413 1 .120 1.365

主収入 .000 .000 .810 1 .368 1.000

利子 .017 .012 2.025 1 .155 1.017

商品価格 .000 .000 3.889 1 .049 1.000

諸経費 .002 .001 1.729 1 .189 1.002

頭金 .000 .000 5.850 1 .016 1.000

職業の種類 -.091 .067 1.860 1 .173 .913

住居の種類 .182 .179 1.034 1 .309 1.200

地域 .172 .076 5.101 1 .024 1.188

商品種類 .089 .025 12.421 1 .000 1.093

排気量cc -.008 .005 2.342 1 .126 .992

未払いのチェックの有無
.000 .000 4.390 1 .036 1.000

定数 -4.980 1.543 10.414 1 .001 .007

信頼機関Bスコア -.001 .001 5.562 1 .018 .999

ﾈｶﾞﾃｨﾌﾞ情報有無 1.618 1.165 1.930 1 .165 5.044

税金未納の履歴有無 .000 .000 2.856 1 .091 1.000

既婚・未婚 .253 .142 3.153 1 .076 1.288

性別 .302 .200 2.273 1 .132 1.353

主収入 .000 .000 .660 1 .417 1.000

利子 .015 .012 1.660 1 .198 1.015

商品価格 .000 .000 3.643 1 .056 1.000

諸経費 .002 .001 1.789 1 .181 1.002

頭金 .000 .000 6.161 1 .013 1.000

職業の種類 .000 .002 .038 1 .845 1.000

住居の種類 .188 .180 1.098 1 .295 1.207

地域 .171 .076 4.981 1 .026 1.186

商品種類 .091 .026 12.625 1 .000 1.095

排気量cc -.007 .005 2.083 1 .149 .993

未払いのチェックの有無 .000 .000 5.045 1 .025 1.000

定数 -4.540 1.513 8.998 1 .003 .011

A

B

プラン B 標準誤差 Wald df 有意確率 Exp(B)

信頼機関Aスコア .000 .000 1.817 1 .178 1.000

主収入 .000 .000 1.133 1 .287 1.000

分割数 .028 .011 6.497 1 .011 1.028

商品価格 .000 .000 .039 1 .843 1.000

頭金 .000 .000 3.052 1 .081 1.000

学歴 -.022 .049 .204 1 .652 .978

住居の種類 .000 .000 .013 1 .911 1.000

地域 .126 .064 3.837 1 .050 1.135

商品種類 .086 .018 22.149 1 .000 1.090

銀行暦 -.153 .079 3.728 1 .054 .858

就労年数 -.023 .016 2.210 1 .137 .977

税金未納の履歴有無 .000 .000 1.371 1 .242 1.000

性別 -.080 .162 .242 1 .623 .923

既婚・未婚 .222 .102 4.697 1 .030 1.248

住民登録州 -.026 .011 5.634 1 .018 .974

銀行口座種類 -.089 .255 .122 1 .726 .915

与信限度額 .000 .000 .547 1 .460 1.000

職業の種類 -.129 .045 8.099 1 .004 .879

定数 -2.239 .824 7.383 1 .007 .107

信頼機関Bスコア -.003 .000 38.937 1 .000 .997

主収入 .000 .000 .764 1 .382 1.000

分割数 .033 .011 9.080 1 .003 1.034

商品価格 .000 .000 .378 1 .539 1.000

頭金 .000 .000 4.040 1 .044 1.000

学歴 -.016 .051 .095 1 .758 .985

住居の種類 .000 .000 .005 1 .944 1.000

地域 .149 .065 5.315 1 .021 1.161

商品種類 .078 .019 17.727 1 .000 1.081

銀行暦 -.135 .081 2.789 1 .095 .874

就労年数 -.023 .016 2.056 1 .152 .977

税金未納の履歴有無 .000 .000 3.589 1 .058 1.000

性別 .010 .165 .003 1 .953 1.010

既婚・未婚 .226 .106 4.552 1 .033 1.253

住民登録州 -.023 .011 4.322 1 .038 .977

銀行口座種類 .003 .261 .000 1 .991 1.003

与信限度額 .000 .000 1.077 1 .299 1.000

職業の種類 -.131 .046 8.169 1 .004 .877

定数 -1.263 .846 2.227 1 .136 .283

A

B
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域 , 商品種類 , 就労年数 , 既婚・未婚 , 性別 , 学歴 ,信
頼機関 A・B スコアである . 結果 ,18 ヵ月時点で未払い

になる要因は有意確率がプラン A 0.18,プラン B 0.20,
オッズがプラン A 1.260,プラン B 1.257 となり ,地域が

目的変数 18 ヵ月時点未払い者の要因となっているこ

とが読み取れた（Table 8） . 
 

Table 7 Analysis of the 40’s 

 

 

6.8 60 代未払い者に対する特徴  
データクリーニングを行った 60 代（92 名）で分析

を行った .使用データ項目は ,主収入 , 分割数 , 職業の

種類 , 就労年数 , 既婚・未婚 , 性別 , 学歴 , 信頼機関 A・ 
B スコアである .結果 ,18 ヵ月時点で未払いになる要因

は両スコアともに ,求められなかった（Table 9） .よっ

て ,60 代にはその他の外部的要因があると考えられる . 
 

6.9 70 代未払い者に対する特徴  
70 代は ,未払い者がいないため分析を行っていない . 
 
 
 

7.まとめ 

 

年代に着目した本分析により ,各年代によって与信

管理モデルを変える必要があることが判明した .また ,
多くの年代で ,商品種類 ,地域が大きく影響を及ぼして

いることが判明した .商品種類に関しては ,製品の形が

関係していると考えられ ,地域の関しては ,現地の貧困

格差等の現状が影響していると考えられる . 
本研究で判明した ,要因は ,各年代の 18 ヵ月時点で

未払いになる要因となると考えられるため ,今後も現

状を維持し続けると未払い者増加につながる .よって ,
現行の販売モデルとの当てはまりが悪く ,ローン未払

い者が増加傾向になってきた場合は ,年代などの分類

ごと ,要因を見直す必要がある . 
よって ,本研究で得られた要因は中南米 A 国におけ

る未払い者の要因であり ,今後 ,本研究で得られた要因

を考慮したうえで ,新たな与信管理モデルを作成して

いく必要があると考えられる . 
 

Table 8 Analysis of the 50’s

 

 

 

 

 

プラン B 標準誤差 Wald df 有意確率 Exp(B)

信頼機関Aスコア .000 .000 .003 1 .955 1.000

主収入 .000 .000 .489 1 .485 1.000

分割数 .027 .011 5.778 1 .016 1.027

商品価格 .000 .000 .021 1 .885 1.000

頭金 .000 .000 .342 1 .559 1.000

学歴 -.044 .060 .540 1 .462 .957

住居の種類 .000 .000 .017 1 .895 1.000

地域 .099 .086 1.341 1 .247 1.104

商品種類 .098 .022 19.621 1 .000 1.103

銀行暦 .000 .097 .000 1 .998 1.000

就労年数 -.025 .012 4.174 1 .041 .976

性別 .124 .193 .412 1 .521 1.132

既婚・未婚 .044 .104 .180 1 .671 1.045

住民登録州 .003 .014 .040 1 .841 1.003

銀行口座種類 .523 .406 1.655 1 .198 1.687

与信限度額 .000 .000 2.952 1 .086 1.000

職業の種類 -.027 .037 .520 1 .471 .974

定数 -4.176 1.146 13.273 1 .000 .015

信頼機関Bスコア -.002 .000 12.471 1 .000 .998

主収入 .000 .000 .187 1 .666 1.000

分割数 .026 .011 5.616 1 .018 1.027

商品価格 .000 .000 .020 1 .889 1.000

頭金 .000 .000 .522 1 .470 1.000

学歴 -.046 .060 .591 1 .442 .955

住居の種類 .000 .000 .015 1 .901 1.000

地域 .088 .086 1.031 1 .310 1.092

商品種類 .092 .022 17.069 1 .000 1.097

銀行暦 .014 .098 .019 1 .889 1.014

就労年数 -.025 .012 4.252 1 .039 .975

性別 .087 .195 .199 1 .656 1.091

既婚・未婚 .017 .106 .025 1 .874 1.017

住民登録州 .002 .014 .016 1 .898 1.002

銀行口座種類 .529 .407 1.687 1 .194 1.697

与信限度額 .000 .000 2.710 1 .100 1.000

職業の種類 -.023 .037 .379 1 .538 .977

定数 -3.047 1.182 6.646 1 .010 .047

A

B

プラン B 標準誤差 Wald df 有意確率 Exp(B)
信頼機関Aスコア .000 .000 .682 1 .409 1.000

主収入 .000 .000 .661 1 .416 1.000

分割数 .013 .016 .726 1 .394 1.013

商品価格 .000 .000 .608 1 .436 1.000

頭金 .000 .000 1.646 1 .200 1.000

銀行口座種類 -.491 .452 1.178 1 .278 .612

職業の種類 .011 .039 .084 1 .772 1.011

住居の種類 -.414 .343 1.452 1 .228 .661

地域 .231 .098 5.559 1 .018 1.260

商品種類 .052 .028 3.480 1 .062 1.053

就労年数 .007 .011 .414 1 .520 1.007

既婚・未婚 .115 .132 .751 1 .386 1.122

性別 .293 .268 1.192 1 .275 1.340

学歴 -.017 .080 .044 1 .833 .983

定数 -1.263 1.479 .729 1 .393 .283

信頼機関Bスコア -.002 .001 15.018 1 .000 .998

主収入 .000 .000 .569 1 .451 1.000

分割数 .018 .016 1.251 1 .263 1.018

商品価格 .000 .000 .349 1 .555 1.000

頭金 .000 .000 1.559 1 .212 1.000

銀行口座種類 -.479 .460 1.087 1 .297 .619

職業の種類 .011 .040 .081 1 .776 1.011

住居の種類 -.223 .356 .393 1 .531 .800

地域 .228 .098 5.384 1 .020 1.257

商品種類 .053 .028 3.555 1 .059 1.055

就労年数 .011 .011 .966 1 .326 1.011

既婚・未婚 .135 .134 1.006 1 .316 1.144

性別 .191 .272 .494 1 .482 1.210

学歴 -.027 .081 .107 1 .744 .974

定数 -.429 1.526 .079 1 .779 .651

A

B

－ 31－
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As important items in applied mathematics studied in the first grade, we give lectures on Laplace transforms and their 
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8.今後の課題 

 

本研究では ,年代に着目した分析を行った .しかし ,
日本では ,22 歳が大学卒業の年齢であり年代での割り

振りでは ,実際の販売モデルとのズレが生じていると

考えられる .また ,年代で分けたことにより ,顧客情報

の偏り ,データ数の減少が生じている .よって ,今後 ,デ
ータ数に注意しながら A 国のライフスタイルに合わ

せたグルーピングの作成を行い ,より正確な要因を導

き出しうえで ,信頼機関 A・B から提示されているそれ

ぞれのスコアと未払い者との関連を検証し ,新たな与

信管理モデルの作成をしていく . 
 

Table 9 Analysis of the 60’s 
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プラン B 標準誤差 Wald df 有意確率 Exp(B)

信頼機関Aスコア .000 .000 .168 1 .682 1.000

主収入 .000 .000 .459 1 .498 1.000

分割数 .071 .048 2.213 1 .137 1.073

職業の種類 -.083 .105 .628 1 .428 .920

就労年数 .018 .032 .337 1 .562 1.018

既婚・未婚 .310 .353 .773 1 .379 1.364

性別 -.999 .774 1.665 1 .197 .368

学歴 .255 .198 1.655 1 .198 1.290

定数 -5.339 2.800 3.637 1 .057 .005
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あらまし 

大学初年次で学ぶ応用数学の中の重要な項目として，ラプラス変換とその応用がある．その逆変換の計算方法とし

て部分分数分解を用いるものがある．この論文では，複素関数論で学ぶ留数を用いた逆ラプラス変換の解法について

述べ，連立常微分方程式の初期値問題への応用についても紹介する． 

 
Abstract 

As important items in applied mathematics studied in the first grade, we give lectures on Laplace transforms and their 
applications. As a method for calculating inverse Laplace transforms, we sometimes use means of partial fraction 
decompositions. In this paper, we give an explanation of calculus for inverse Laplace transform by residues. Furthermore, we 
present an application to initial value problems of systems of ordinary differential equations. 

 
キーワード：逆ラプラス変換，留数定理，連立常微分方程式  
Keywords: Inverse Laplace Transform, Residue Theorem, System of Ordinary Differential Equations  

 
1. はじめに 

 

大学初年次においてラプラス変換とその逆変換（逆ラプラス変換）について学ぶ．まずは，ラプラス変換と逆

ラプラス変換について述べることとする． 

定義 

  tf  が  ,0  で定義され，任意の有限区間で積分可能とする．複素数  は実数 ,is   に対

して 

       は正の定数TdttfedttfesF
T st

T

st  



  
00

lim  

のことを  tf のラプラス積分といい，これが収束するとき，  tf に  sF を対応させる写像をラプラス変換と

いう．また，この関数  sF のことを元の関数  tf のラプラス変換，または像関数と呼び，   tfL と表す．す

なわち 

      
 
0

dttfetfLsF st
 

である．像関数  sF に対し，  tf を原関数という． 
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